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1 本論文は「食生活科学・文化及び環境に関する研究助成研究紀要 第 23 巻」への寄
稿を目的として、Ryo Horii and Masako Ikefuji (2014) “Environment and Growth,” in 
Shunske Managi (ed.), Handbook of Environmental Economics in Asia, Rougledge
の一部を抜粋、日本語化したものである。本論（前述の英語論文）の執筆に当たり、Iain 
Fraser, Katsuyuki Shibayama 両氏による有益なコメントを頂いた。また、ドイツ・パ
ダボーン大学、フランス・GREQAM（エクスマルセイユ大学）、イギリス・ケント大
学のスタッフおよび Stefan Jungblut, Nobuyuki Hanaki両氏には本論を執筆する機会
を頂き大変感謝している。本研究は、公益財団法人アサヒグループ学術振興財団、DAAD、


















Meadows et al. (1972) によって「成長の限界」という表題で研究されたテーマであり、
その後多くの論文において自然資源の有限性制約下での経済成長の持続可能性が研究
された（萌芽的研究としては、Dasgputa and Heal 1974; Smith 1974; Stiglitz 1974 等













体が困難になってくる。「経済成長に限界はあるか (Are there limits go growth?)」と















長の限界」の存在は図 2 のように描写することができる。図 2 は環境悪化(P)と所得水
準(Y)の相互関係を 1 つの図に表したものである。図中において  ?̇? = 0 曲線は環境悪化
が長期の所得水準に与える因果関係を表しており、所与の環境悪化水準(P)の元では長























ネッツ曲線 (Environmental Kuznets Curve: EKC)」仮説が立てられた。もしこの仮説
が正しいなら、環境悪化は所得が一定水準に達するまでは続くが、それ以降は経済成長
に伴い環境の質は改善していくことになる。図 2 において、経路 b は経済が環境クズネ
ッツ曲線に従って動いた場合の軌跡を表している。仮に、経済が ?̇? = 0 曲線に突き与
える前に汚染排出が減少に転じたとするならば、「成長の限界」を乗り越えて経済成長






ると考えられる。図 3 では、経済が環境クズネッツ曲線に従った場合の 3 つの異なる可
能性を示している。経路 c は経済が環境クズネッツ曲線の頂点に達する前に?̇? = 0 曲線



























た理論的モデルが必要になる。Horii and Ikefuji (2014、第 3 章)ではそのような理論モ
デルを概説しており、低所得国における「貧困と環境悪化の罠」からの脱出には先進国













 実際、NASA 地球観測所の Riebeek (2005)は、地球温暖化による気候変動が熱帯地
方の竜巻、モンスーン、台風などの強度を上昇させている徴候を指摘している。図 5 に
示されるように、過去 50 年において災害による損失は世界の GDP を上回る速度で増
加しており、その損失の大きな部分は気候に関連する自然災害が原因となっている。例
えば、2005 年 8 月のハリケーン・カトリーナはアメリカ経済に 1250 億ドルの損失を
与えた。最近では、2013 年の台風 30 号（英語名：Haiyan）がフィリピンに 120 億ド
ルの損害を与えたが、これはフィリピンの経済規模を考えるとかなり大きな損害である。
CRED によると、最近洪水もアジアで頻発しており、2011 年のタイ洪水では 400 億ド






 第 2 節と同様に、位相図を用いてこのような帰結を表すことができる。図 6 の 2 つ
のパネルは世界全体の所得 Y と温室効果ガスの濃度 P の仮想的な動きを表したもので
6 











う。この場合、?̇? = 0 曲線は Y が大きくなるにつれ点線で示される閾値 ?̂?に漸近してい
くことになる。 












































ある。Horii and Ikefuji (2014、第 4 章)においては実際にそのようなモデル構築し、経
済成長を持続するためには環境税率を持続的に上昇させ続ける必要があることを示し、
さらに、経済成長率を最大化する環境税率の上昇率および、社会構成を最大化する環境
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図 1: アメリカおよびアジア諸国における一人当たり GDP の長期的推移（1990 年ドル
価格表示）  






























































図 2: 所得と汚染排出の関係を表す位相図 
 
 



















































図 4: アジア諸国における一人当たり所得水準と大気汚染の関係   
縦軸: 各国首都における年平均の PM10 (直径 10 ミクロン以下の粒子状物質) の濃度。 
出所: Urban outdoor air pollution database, Department of Public Health and 
Envronment, World Health Organization, September 2011. 一人当たり所得は世界銀
行の World Development Indicators (WDI)より。 
 
 
図５: 世界全体における自然災害による損害額と、世界 GDP との比較   
実線は CRED によって Climatological, hydrological, meteorological disasters に分類
される気象関連災害による損害を表す。 
出所 : EM-DAT, the International Disaster Database, CRED, the Universite 





















































































(i)   
(ii)   
図 6: 地球規模での汚染排出と経済成長の持続可能性 
世界の所得
P^
排出の閾値
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
Y=0
.
Y
P
現在の状況
f
h
g
世界の所得
P
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
Y=0
.
Y
P
現在の
状況
i
j排出の閾値
^
